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１ 北海道開発局入札談合事案の概要と国土交通省の対応

（１）農業土木工事

・ 平成２０年５月１３日 北海道開発局現職課長を含む３名逮捕。

・ 開発局農業部門の幹部職員と元職員による組織的な官製談合事案

・ 動機は開発局職員の再就職先確保と業界秩序の維持（受注確保）

・ 裁判では平成１７年度から１９年度の４件の農業土木工事に関して
談合罪が適用され、８月２８日に有罪判決が下る（確定済）

（２）石狩川河川改修工事

・ 平成２０年６月１６日 国土交通省北海道局長を含む３名逮捕。

・ 開発局元職員による受注調整に当時の石狩川開発建設部長（＝逮
捕時には北海道局長）が関与。

・ 動機は農業の場合とほぼ同様。

・ 裁判では平成１７年度から１９年度の４件の河川改修工事に関して談
合罪が適用され、元北海道局長を除くＯＢ５名に対して９月２９日及び
１０月１６日に有罪判決が下る（確定済）

・ 元北海道局長の初公判は１２月２２日の予定

１ 事案の概要

（１）本省に再発防止対策検討
委員会を設置（６月２４日）

・委員長 事務次官
・委 員 外部有識者等
内部調査
・事情聴取 （約６６０人実施）
・企業アンケート等

（延べ約５００社より回答）
再発防止対策の検討

（２）関与者の処置
・ 農業土木事案の現職幹部

６月２０日 ２名を懲戒免職
（起訴時に関与を認めた）

・ 河川改修事案の元局長
７月４日 起訴休職
（認否を保留したため）

（３）当面の対策
・２０年度発注工事に対する監視強化
（全工事に対して談合情報があった
ものとみなし調査）

（４）関係企業の処置
・ 落札企業を指名停止等
・ 違約金（支払い済み）

２ これまでの国土交通省の対応
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２ 北海道開発局発注工事受注企業等に対するアンケート調査結果の概要

○回収率 ９１％（２０１社／２２２社）

○採用実績を有する企業 169社（約８割）

○採用経緯 開発局へ紹介依頼 約４割
本人との直接交渉 約２割

○採用理由 知識・経験・技術力 414人

○開発局出身者の在職状況
・１社 平均 ２．７人

・在籍者の採用時平均年齢 ５７．６歳
・退社時平均年齢 ６５．７歳
・在籍者の平均概算年収 約８３４万円

○開発局出身者と開発局の適切な関係を築くた
めの社員教育等

法令遵守教育、行動規範・マニュアルの整備等、
約９割の企業が何らかの取組を推進

開発局出身者の採用状況等を受注企業に調査

記名式アンケート

今回の談合事案の背景・要因、動機等についてどう思うかについて
受注企業に調査
※調査票の回収先を第三者（弁護士）にするなど匿名性に配慮して実施

匿名式アンケート

○回収率 ５５％（２９３社／５３８社）

○背景・要因

開発局側 開発局職員の再就職問題128社
北海道・建設業界側 公共事業への高い依存175社

○動機（業界秩序維持）と談合

業界秩序維持の目的 受注確保・共存共栄124社
業界秩序維持のための談合 一部に必要悪と考える企業49社

○開発局職員の採用

採用実績を有する企業 211社（約７割）

採用メリット 技術力等の確保 160社
採用デメリット 待遇の確保が重荷 33社

○過去の受注調整への関与

一部の企業で過去の受注調整への関与を示唆(79社)
うち一部の企業は本命割付等、行政側の関与を示唆（42社）

○再発防止についての提案

入札制度の見直し168社、官民コンプライアンス向上63社、

開発局職員の再就職見直し60社、その他

２
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３ 背景・原因と改善の方向

動 機

北海道の閉鎖性

部門主義

再び繰り返されたのは何故か

職員の再就職先の確保

道内建設業界の秩序維持

※ 違法性を承知の上で関与

※ 必要悪との認識の存在

健全な地域発展施策・業界振興施策の推進

再就職管理の見直し

開発局の斡旋→官民人材交流センター

開発局・業界を通じたコンプライアンスの強化

開発局の意思決定・伝達過程でのチェック

→ 省庁間交流・部門間交流の拡大

入札契約の業務プロセス改善と情報管理の徹底

現職職員と元職員との関係の適正化

監察機能の拡充強化

再発防止策の実施を徹底管理

動機の究明が不徹底

まさか官製談合を繰り返すことは
ないだろうとの油断・思い込み

北海道開発局の業務運営・人事構成

改善の方向

３
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４ 内部統制及びコンプライアンスの強化

１ 開発局の意思決定・伝達過程でのチェック

２ 入札契約の業務プロセス改善と情報管理の徹底

３ 開発局におけるコンプライアンスの強化

現職職員と元職員との関係の適正化

４ 監察機能の拡充・強化

５

再
発
防
止
策
の
実
施
を
徹
底
管
理

対策１ 幹部職員等の人事配置を見直す。省庁間交流・部門間交流を拡大する。

対策２ 幹部職員への任用前における適格性の厳正な審査の実施。

対策１ 発注機関の業務分担の見直しを実施。

対策２ 競争性の一層の向上を図る。

対策３ 情報公開の徹底を図る。機密情報の管理体制を厳格化する。

対策４ 談合・不正に係る疑義案件の調査を徹底する。

対策１ 職員（とりわけ幹部職員）の意識改革を徹底する。

対策２ 来訪者管理の徹底を図る。

対策３ 執務室のあり方を見直すなど執務環境の透明化を図る。

対策１ 入札契約業務を専担する監察体制の強化拡充を図る。

対策２ 内部・外部の双方からの通報窓口の充実を図る。

対
策
２

年
次
報
告
を
作
成
し
て
、
実
施
状
況
を
点
検
す
る
。

対
策
１

実
施
計
画
及
び
工
程
表
を
作
成
し
、
対
策
の
具
体
化
と
徹
底
を
図
る
。 ４
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５ 再就職のあり方の見直し

１ 健全な地域発展施策・業界振興施策の推進

２ 開発局・業界を通じたコンプライアンスの強化

対策１ 厳しいペナルティがかかることを具体的に判りやすく関係者に周知する。

対策２ 開発局と業界団体が協働してコンプライアンスの強化に向けた具体的な取組
みを推進する。

対策 建設業界が健全な地域発展に貢献するための施策パッケージの策定。

有識者による委員会を北海道局に設け、施策パッケージの策定に向けて、
下記についての提言を平成２１年夏までにとりまとめる。

・魅力と活力ある地域社会の形成に貢献する道内建設業界の役割

・道内建設業者の能力・経験や地域貢献度等の評価 等

５
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開発局における職員の再就職のあり方の見直し

対策 職員の営利企業等への再就職は開発局による斡旋から
官民人材交流センターを通じた再就職支援に移行。

６ 北海道開発局を取り巻く環境の改善 報告書６０～６１頁


